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研究要旨 

本分担研究の目的は、大規模災害時における、被災地の医療機関に対するライフライン支援（電

力、水）について問題点を整理し、医療機関の機能維持に必要となる電力（電源車派遣、燃料補

給）、水の確保（給水）について検討することである。 

例年実施される内閣府主催の大規模地震時医療活動訓練及び DMATブロック訓練等の機会に、直近

の災害対応での教訓も踏まえた病院機能を維持するために必要な電力、水の確保に関する検証、関

係省庁、各種民間事業者や関連業界団体との連携に関する検証等を行うことにより、これらの検討

を行うことである。 

令和４年度大規模地震時医療活動訓練では、南海トラフ地震（半割れ東側ケース）を想定し、被災

想定県（静岡県、愛知県、三重県、和歌山県）において実施された。本訓練では、地震・津波被害

想定に基づいた医療機関の被害状況から、病院の機能維持のために、供給すべき量と、供給可能量

の検証を行った。ライフライン支援のための少なくとも 207施設への電源車派遣、271 施設への給

油、435施設への給水を要する。（全病院の基礎情報が集まればさらに増える可能性は高い） 

これらの資源が投入されないと大量の患者搬送（6万以上）が必要となった。 

令和５年９月３０日実施の大規模地震時医療活動訓練では、南海トラフ地震（半割れ西側ケース）

を想定し、被災想定県（徳島県、香川県、愛媛県、高知県、大分県、宮崎県）にて実施された。本

訓練では、地震・津波被害想定に基づいた医療機関の被害状況から、病院の機能維持のために、供

給すべき量と、供給可能量の検証を行った。 

令和５年度大規模地震時医療活動訓練では、被災想定県（徳島県、香川県、愛媛県、高知県、大分

県、宮崎県）において、ライフライン支援のための少なくとも２８２施設への電源車派遣、４８施

設への給油、１９５施設への給水を要する。（全病院の基礎情報が集まればさらに増える可能性は

高い）これらの資源が投入されないと大量の患者搬送が必要となった。 

令和６年９月２８日実施の大規模地震時医療活動訓練において、関東首都直下地震を想定し被災想

定県（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）にて実施された。本訓練では、地震・津波被害想定に

基づいた医療機関の被害状況から、病院の機能維持のために、供給すべき量と、供給可能量の検証

を行った。 

本訓練では、被災想定県（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）において、ライフライン支援のた

めの少なくとも７６病院への電源車派遣、632病院への給油を要する。（全病院の基礎情報が集ま

ればさらに増える可能性は高い）これらの資源が投入されないと大量の患者搬送が必要となった。 

これらの結果より、被災都道府県でのライフライン支援体制の準備等に貢献するものと考えられ

る。各医療機関においては、節電、節水計画を事前に立て、BCPへ反映しておくことが重要である

が、とりわけ補給に必要な情報は、EMISを通じて、平時に共有され、脆弱性についての事前リス

トが整備されていることが重要である。また、供給すべき必要量を供給できる資源量を圧倒的に上

回ることから、医療機能を維持すべき医療機関を事前に検討してくことが重要である。政府の計画

においても、具体的に病院への補給の想定、重要性の記載しておくべきである。 
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Ａ．研究目的 

本研究の目的は、大規模災害時における被災医療

機関の機能維持に資するライフライン支援の在

り方を明らかにすることである。特に、電力（燃

料補給・電源車派遣）および水（給水）の確保に

焦点をあて、支援に必要な情報の整理、供給資源

との整合性の検討、優先順位付けの仕組み等を含

めた総合的な支援体制の構築を目指す。 

 

Ｂ. 研究方法 

ロジスティクス分野の学識経験者等により研究

班を組織し、大規模地震時医療活動訓練（R4〜

R6）および DMATブロック訓練を通じて、病院

の機能維持に必要な供給量・供給可能量・供給

方法の検証を行った。令和 5年度以降は DHCoS

（Damaged Hospital Continuation Support）

を導入し、災害種別に応じた事前リストの作成

と訓練への反映を行っている。 

また、令和 5年度は豪雨による実災害（福岡・

秋田）に対する調査を実施した。 

本研究は既存の訓練・調査を用いたものであ

り、個人情報を含まず倫理審査の対象外であ

る。 

 

Ｃ. 研究結果 

本研究では、3年間を通じて南海トラフ巨大地震や

首都直下地震を想定した大規模地震時医療活動訓

練を実施し、各地域における医療機関のライフライ

ン脆弱性と支援ニーズを可視化した。令和4年度は

中部圏（静岡・愛知・三重・和歌山）、令和5年度は

四国・九州東部（徳島・香川・愛媛・高知・大分・

宮崎）、令和6年度は首都圏（東京都・神奈川県・千

葉県・埼玉県）を対象に訓練を行い、それぞれEMIS

を用いた事前情報の入力精度向上と、DHCoSを活用

した事前リスト作成に取り組んだ。 

令和4年度の訓練では、EMISへの入力率は平均86％

に達し、避難が必要とされた病院は913施設、搬送

対象患者は162,178人に上った。（別添資料１）令

和5年度は入力率が87％となり、避難対象病院は45

7施設、搬送対象患者数は58,666人と見込まれた。

（別添資料２）さらに、令和6年度の訓練では、首

都直下地震を想定し、EMIS入力率は平均75.6％（東

京都：69％、神奈川県：71％、千葉県：82％、埼玉

県：81％）にとどまった。各施設の自家発電機の有

無や稼働時間などから、電源車や燃料補給が行われ

なければ避難を余儀なくされる病院は312施設、搬

送対象患者は36,213人と試算された。（別添資料３） 

また、燃料補給調整の可否を検証した結果、補給可

能であったのは全体の18％に過ぎず、情報不足によ

る調整困難が38％、未着手が44％であった。この結

果から、EMIS入力の精度や内容が実際の補給調整能

力に直結することが明らかとなった。 

実災害においても、令和5年7月の福岡県および秋田

県での豪雨災害では、医療機関の浸水・停電により、

人工呼吸器使用患者や透析患者の一部が避難搬送

を要したが、事前準備と即応体制により大規模な機

能停止は回避された。 

 

Ｄ．考察 

本研究により、大規模災害下での病院機能維持

には、電力・水といったライフラインの早期支

援が不可欠であることが定量的に示された。特



に、災害初動における避難判断は、ライフライ

ン支援の成否に大きく依存しており、支援がな

ければ多数の病院が避難を余儀なくされ、地域

全体の医療提供体制に深刻な影響を及ぼす可能

性が高い。 

EMISによる情報の集約と入力精度の向上は、支

援のタイミングや手段を判断する上での基礎と

なるものであり、今回の訓練ではその精度の違

いが支援実行率に直結することが示された。特

に令和 6年度の燃料補給調整に関する検証で

は、入力率が高い県ほど調整の着手率・達成率

が高く、逆に入力情報が不足していた地域では

調整が滞った。これは、平時の入力体制が災害

時の対応力そのものであることを示唆してい

る。 

また、支援の質を左右する要素として「どの病

院に・何を・いつ届けるか」を可視化する枠組

みの重要性が再認識された。DHCoS の導入によ

って、被災の影響を受けやすい病院や支援優先

度の高い医療機関を事前にリスト化し、訓練

時・実災害時にその有効性が確認された。 

【課題】 

令和 6年の能登半島地震では、電力は早期に復

旧した一方、断水や暖房機能の停止といった

“その他のライフライン”が大きな課題となっ

た。これは医療機関以外の社会福祉施設におい

ても同様であり、今後の支援体制は医療に限ら

ず、生活環境全体を支える包括的視点が求めら

れることを示している。 

さらに、施設の老朽化や増築に伴う設備構造の

複雑化、電気主任技術者などの専門職不足とい

った構造的課題も浮き彫りとなった。これら

は、設備の稼働可否や支援判断を著しく困難に

する要因であり、災害時だけでなく平時からの

設備台帳整備・人材育成・マニュアル化などを

含めた全体最適が必要である。 

【方向性（何が必要か）】 

支援効果を最大化するには、対象施設の設備構

成・使用可能資源・支援希望内容等を含む情報

を EMIS 上で精緻に整理・更新し、事前に関係

機関と共有する仕組みが不可欠である。また、

ライフライン支援を実行する自治体や民間事業

者との協定・訓練の強化を通じて、初動期と中

長期の支援段階に応じた機材・人材の確保と連

携ルールを確立しておく必要がある。 

今後の方策としては、関係業界・民間事業者と

の事前協定の締結と、平時からの連携訓練の実

施を通じて、燃料・電力・給水・暖房といった

多様なインフラ支援の段階的整備が必要であ

る。特に、初動期の応急対応と中・長期の環境

維持策を明確に区分し、それぞれに応じた機

材・人材・体制を確保する必要がある。 

また、医療機関・社会福祉施設においては、節

電・節水計画の策定と BCPへの反映を義務化す

べきであり、補給に必要な情報については EMIS

上で平時からの登録・更新を習慣化する仕組み

が求められる。加えて、設備構造の複雑化への

対応として、受電・変電設備の構成や稼働状況

を平時から整理・共有しておく体制の構築も急

務である。 

災害医療におけるロジスティクスは、単なる物

資搬送ではなく、医療提供体制そのものを支え

る戦略的判断領域であるという認識を、引き続

き政策側・現場側双方で共有する必要がある。 

 

Ｅ. 結論 

本研究では、災害時におけるライフライン支援

のあり方を、訓練および実災害対応を通じて体

系的に明らかにした。特に、生命維持に直結す

る電気や、生活環境維持に影響する水・暖房と

いった要素の確保が病院機能の継続に不可欠で

あり、その成否が避難の要否に繋がることが定

量的に示された。EMISによる情報集約の精度や

DHCoS による事前評価の有効性が、支援の実効

性を大きく左右することも確認され、病院避難

はまさに「最後の手段」であることが裏付けら

れた。 

 

本研究の成果は、医療および福祉分野における

ライフライン支援をより迅速・確実に展開させ

るとともに、被災地における医療継続支援の実

効性を向上させ、将来的な災害対応の制度設計

の重要な基盤に資するものである。これらの体

制の担保には、国・自治体・関係業界が連携

し、共通基盤を構築・維持する仕組みが不可欠

である。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

なし 

 



Ｇ. 研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

○高橋礼子 他.～事前リストによる戦略的対

応に向けて～災害時病院対応と病院籠城支援ｼﾐ

ｭﾚｰｼｮﾝ (Damaged Hospital Continuation 

Support:DHCoS) の開発 [ 第 2 報 ]第 28回日

本災害医学会総会・学術集会（2023 年 3月 9日

（岩手） 

○鈴木教久 他.医療機関へのライフライン支

援の重要性と変化、今後の展望」第 28回日本

災害医学会総会・学術集会（2023年 3月 10日

（岩手） 

○高橋礼子 他. 病院避難の見積もりと回避～

事前リストを用いたシミュレーションと実際の

対応～【パネルディスカッション】第 29回日

本災害医学会総会・学術集会（2024 年 2月 22

日（京都）） 

○鈴木教久 他．災害時における病院籠城対策

と支援の現状【パネルディスカッション】第 29

回日本災害医学会総会・学術集会（2024年 2月

22日（京都）） 

○高橋礼子 他. 令和 6 年能登半島地震におけ

る社会福祉施設の評価と課題【シンポジウム：

特別企画 能登半島地震を振り返る】第 30回

日本災害医学会総会・学術集会（2025年 3月 7

日（名古屋）） 

○鈴木教久 他．首都直下地震を想定した燃料補給

の検証【シンポジウム：阪神淡路大震災から30 年

～首都直下型地震に向けて～】第30回日本災害医学

会総会・学術集会（2025年3月8日（名古屋）） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
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